
非核三原則の堅持を求める意見書 

 

　核兵器による唯一の被爆国である日本では、ノーベル平和賞を受賞した日本被

団協や各県の被爆者団体、各平和団体を中心に国民的な核兵器反対の平和運動を

推進してきました。 

歴代の日本政府は、こうした国民の願いに応え、非核三原則を国是として堅持

してきました。しかし、現政権からは「非核三原則の見直し」「核兵器の持ち込

みの検討」などの見解が出されています。 

世界では核大国による国際法・国際人道法を踏みにじる横暴な戦争が続いてお

り、核兵器使用の脅しまで行われています。核兵器使用のリスクは意図的であれ

偶発的であれ、これまでになく高まっています。科学者が毎年発表している人類

の「終末時計」は「残り85秒」と警告しています。 

長崎大学・核兵器廃絶研究センターとアメリカのノーチラス研究所は世界から

30人の科学者を集めて共同研究を行い、「台湾有事」で日米対中国の戦争となっ

た場合のシミュレーションを実施しました。米中合わせて24発の小型核兵器が使

用され、兵士及び日中両国の国民の死者は260万人、被爆者は83万人に及ぶとい

う結果を発表しています(2023年３月)。 

広島、長崎の原爆被害を経験した日本の政府は、二度と国民を核の危険にさら

さないために一層の努力をしなければなりません。 

国民の命を守り、子どもたちに核兵器のない世界を残すために、日本政府は非

核三原則を堅持することを強く要請します。 

　 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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